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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第40期
第１四半期
累計期間

第41期
第１四半期
累計期間

第40期

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

自2017年10月１日
至2018年９月30日

売上高 （千円） 2,290,636 2,404,734 9,329,518

経常利益又は経常損失（△） （千円） 46,507 △42,833 40,561

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△）
（千円） 30,667 △30,814 16,961

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） 12,671 － －

資本金 （千円） 398,276 399,448 398,922

発行済株式総数 （株） 16,176,600 16,208,700 16,194,300

純資産額 （千円） 2,026,997 1,724,041 1,801,192

総資産額 （千円） 4,409,548 4,123,030 4,118,237

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） 1.90 △1.95 1.06

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 1.85 － 1.04

１株当たり配当額 （円） － － 3.00

自己資本比率 （％） 46.0 41.8 43.7

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第40期及び第41期第１四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する重

要な関連会社がないため記載しておりません。

４．第41期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益、雇用情勢や所得環境の改善を背景に、個人消費も底堅

く推移するなど緩やかな回復傾向の動きがみられる一方で、米中貿易摩擦の激化による世界経済への影響が懸念さ

れ、株式市場も下落基調に転じるなど、依然として先行きは不透明な状況で推移しております。

　このような状況の中、当社は売上高の拡大と企業認知度向上へ向けた取り組みを強化すると同時に、海外事業強

化を目的として海外の現地法人と販売代理店契約を締結するなど海外販路の拡大を推進しました。

　当第１四半期におきましては、2018年９月に発生した台風21号で生産委託工場が被災したことによる一部商品出

荷停止や職人不足による工期遅れ等の影響で、序盤は売上高がやや伸び悩みましたが、次第に堅調な伸びを取り戻

しつつあります。中長期的な売上高の拡大に向けて企業認知度を向上させるべく、また、短期的には最大需要期で

ある第２四半期の売上高拡大を目的として、2018年11月末から12月中旬にかけて関西地域限定でTVCMを放映、同時

にYouTube、Instagramといったデジタルメディアにも動画広告を出稿してECサイトへの誘導を図りました。TVCM放

映後は、関西地区の一般認知率が放映前の2018年９月調査から5.7ポイント上昇して17.5％となり、また、ECサイ

トへのアクセス数（自然検索からの流入）も前年同期比132％となるなど一定の効果を確認しておりますが、大規

模な広告宣伝施策の実施により、当第１四半期におきましては費用が先行し営業損失が生じております。

　海外事業におきましては、2018年10月に韓国のMJ Housing Korea社、イタリアのSimone Piva社との間でそれぞ

れ販売代理店契約を締結し海外販路を拡大しております。世界のサンワカンパニーを目指してグローバル展開を進

めるにあたり、採用面では、昨年に引き続きボストンキャリアフォーラムに出展し、海外志向の高い積極性のある

人材の獲得に努めております。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高2,404百万円（前年同期比5.0％増）、営業損失42百万円

（前年同期は営業利益45百万円）、経常損失42百万円（前年同期は経常利益46百万円）、四半期純損失30百万円

（前年同期は四半期純利益30百万円）となりました。

　なお、当社は、建築資材のインターネット通信販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省

略しております。

 

EDINET提出書類

株式会社サンワカンパニー(E27815)

四半期報告書

 3/16



当第１四半期会計期間末の財政状態は次のとおりであります。

①　資産

　当第１四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ4百万円増加し、4,123百万円となりまし

た。その主な要因は、前渡金の増加104百万円、商品の増加72百万円、未着商品の増加62百万円、売掛金の増

加55百万円があった一方で、現金及び預金の減少259百万円があったことによるものであります。

②　負債

　当第１四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ81百万円増加し、2,398百万円となりま

した。その主な要因は、前受金の増加71百万円、未払金の増加65百万円、買掛金の増加25百万円があった一方

で、長期借入金の減少38百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少25百万円、未払消費税等の減少24百万円

があったことによるものであります。

③　純資産

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ77百万円減少し、1,724百万円となり

ました。その主な要因は、利益剰余金の減少105百万円があったことによるものであります。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(4）従業員数

　当第１四半期会計期間において、当社の従業員数は前事業年度末に比べて15人増加し、155人となりました。こ

れは事業拡大に伴う増加によるものであります。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,208,700 16,208,700
東京証券取引所

（マザーズ）

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 16,208,700 16,208,700 － －

(注）「提出日現在発行数」欄には、2019年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

2018年10月１日～

2018年12月31日

（注）

14,400 16,208,700 525 399,448 525 349,448

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　398,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,794,100 157,941 （注）１

単元未満株式 普通株式　　　1,400 － －

発行済株式総数 16,194,300 － －

総株主の議決権 － 157,941 －

（注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

２．新株予約権の行使により、当第１四半期会計期間末における発行済株式総数は14,400株増加し、16,208,700

株となっております。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社サンワカンパニー 大阪市北区茶屋町19番19号 398,800 － 398,800 2.5

計 － 398,800 － 398,800 2.5

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2018年10月１日から2018年

12月31日まで）及び第１四半期累計期間（2018年10月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2018年９月30日)
当第１四半期会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 954,513 694,934

売掛金 577,613 632,936

商品 768,891 841,503

未着商品 27,542 89,758

貯蔵品 31,019 16,633

前渡金 143,443 247,725

前払費用 43,426 37,441

未収還付法人税等 11,311 18,216

その他 9,319 5,444

流動資産合計 2,567,080 2,584,593

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 664,983 656,095

工具、器具及び備品（純額） 60,725 59,517

土地 749 749

建設仮勘定 1,971 6,601

有形固定資産合計 728,430 722,964

無形固定資産   

特許権 113 94

商標権 7,142 6,912

意匠権 3,200 3,048

ソフトウエア 298,649 279,520

ソフトウエア仮勘定 － 127

無形固定資産合計 309,105 289,702

投資その他の資産   

関係会社株式 0 0

関係会社長期貸付金 133,000 133,000

差入保証金 433,268 432,883

繰延税金資産 70,417 83,048

その他 9,935 9,838

貸倒引当金 △133,000 △133,000

投資その他の資産合計 513,620 525,770

固定資産合計 1,551,156 1,538,436

資産合計 4,118,237 4,123,030
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2018年９月30日)
当第１四半期会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 626,892 652,219

短期借入金 ※ 400,000 ※ 400,000

1年内返済予定の長期借入金 241,842 216,008

未払金 184,323 250,244

未払費用 52,260 73,365

未払法人税等 － 6,349

未払消費税等 46,725 21,962

前受金 356,949 428,099

預り金 18,311 23,596

賞与引当金 45,703 23,158

ポイント引当金 12,441 11,180

その他 7,614 7,312

流動負債合計 1,993,064 2,113,497

固定負債   

長期借入金 161,968 123,300

資産除去債務 160,012 160,190

長期預り保証金 2,000 2,000

固定負債合計 323,980 285,490

負債合計 2,317,045 2,398,988

純資産の部   

株主資本   

資本金 398,922 399,448

資本剰余金   

資本準備金 348,922 349,448

資本剰余金合計 348,922 349,448

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,198,908 1,120,707

利益剰余金合計 1,198,908 1,120,707

自己株式 △145,562 △145,562

株主資本合計 1,801,192 1,724,041

純資産合計 1,801,192 1,724,041

負債純資産合計 4,118,237 4,123,030
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　2017年10月１日
　至　2017年12月31日)

 当第１四半期累計期間
(自　2018年10月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 2,290,636 2,404,734

売上原価 1,475,761 1,591,109

売上総利益 814,874 813,625

販売費及び一般管理費 769,806 856,097

営業利益又は営業損失（△） 45,067 △42,472

営業外収益   

受取利息 6 0

受取手数料 66 －

受取保険金 1,260 256

物品売却益 1,166 130

その他 151 94

営業外収益合計 2,652 481

営業外費用   

支払利息 980 741

支払手数料 232 100

営業外費用合計 1,212 842

経常利益又は経常損失（△） 46,507 △42,833

特別損失   

固定資産除却損 325 141

特別損失合計 325 141

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 46,181 △42,974

法人税、住民税及び事業税 13,236 471

法人税等調整額 2,277 △12,630

法人税等合計 15,514 △12,159

四半期純利益又は四半期純損失（△） 30,667 △30,814
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2018年９月30日）
当第１四半期会計期間
（2018年12月31日）

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 400,000 400,000

差引額 600,000 600,000

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2017年10月１日
至　2017年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2018年10月１日
至　2018年12月31日）

減価償却費 39,989千円 41,531千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2017年10月１日　至　2017年12月31日）
 

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年11月21日
取締役会

普通株式 80,833 5  2017年９月30日  2017年12月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）
 

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月21日
取締役会

普通株式 47,386 3 2018年９月30日 2018年12月28日 利益剰余金
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（持分法損益等）

 
前事業年度

（2018年９月30日）

当第１四半期会計期間

（2018年12月31日）

関連会社に対する投資の金額 　　　　　　　　　　 －千円 　　　　　　　　　　 －千円

持分法を適用した場合の投資の金額 　　　　　　　　　　 － 　　　　　　　　　　 －

   

 

前第１四半期累計期間
（自　2017年10月１日

至　2017年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2018年10月１日

至　2018年12月31日）

持分法を適用した場合の

投資利益の金額
　　　　　　　　 12,671千円 　　　　　　　　　　 －千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2017年10月１日　至　2017年12月31日）

　当社は、建築資材のインターネット通信販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省

略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

　当社は、建築資材のインターネット通信販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省

略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2017年10月１日
至　2017年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2018年10月１日
至　2018年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
１円90銭 △１円95銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は四半期純損失（△）

（千円）
30,667 △30,814

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）（千円）
30,667 △30,814

普通株式の期中平均株式数（株） 16,171,219 15,804,323

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 １円85銭 －

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 413,674 －

（うち新株予約権（株）） （413,674） －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

 

－

 

 

 

－

 

 

（注）当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１

株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　当社は、2019年１月17日開催の当社取締役会において、譲渡制限付株式報酬として新株式の発行（以下「本新

株発行」という。）を行うことについて、下記のとおり決議いたしました。

 

１．発行の概要

（１） 払込期日 2019年２月１日

（２） 発行する株式の種類及び数 当社普通株式　1,560,000株

（３） 発行価額 １株につき237円

（４） 発行価額の総額 369,720,000円

（５） 割当予定先

当社の取締役（社外取締役を除く。）

　　　　　　　　　　２名　1,480,000株

当社の社外取締役　　２名　　 20,000株

当社の従業員　　　　３名　　 60,000株

（６） その他
本新株発行については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力発生

を条件とします。

 

２．発行の目的及び理由

　当社は、2017年11月21日開催の当社取締役会において、当社の取締役（社外取締役を含む。）が当社の企業

価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進め

ることを目的として、当社の取締役（社外取締役を含む。）に対し、譲渡制限付株式を交付する株式報酬制度

（以下、「本制度」という。）を導入することを決議し、また、2017年12月27日開催の当社第39回定時株主総

会において、本制度に基づき、当社の取締役（社外取締役を含む。）に対する譲渡制限付株式に関する報酬等

として支給する金銭報酬債権の総額を年額５億円以内（うち社外取締役は年額２億円以内）として設定するこ

と、当社の取締役（社外取締役を含む。）に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数は年1,500,000株以内

（うち社外取締役は年600,000株以内）とすること及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間として30年間から50年

間までの間で当社取締役会が定める期間とすること等につき、ご承認をいただいております。
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２【その他】

　2018年11月21日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………47,386千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………３円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2018年12月28日

　（注）2018年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月14日

株式会社サンワカンパニー

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平岡　義則　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 入山　友作　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンワ

カンパニーの2018年10月１日から2019年９月30日までの第41期事業年度の第１四半期会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第１四半期累計期間（2018年10月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サンワカンパニーの2018年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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